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要約 
 
第 1 章 序論 
本研究は、農村空間における野生動物管理論の実証研究として、犬を介在した野生サル追
い払い活動の実践的アプローチを質的に分析し、その活動によってもたらされる被害意識
の軽減、野生動物との軋轢緩和のメカニズムを明らかにして、この事業の多面的効果と課題
を検証することを目的とした。研究手法は、環境社会学的アプローチで、「個別のローカル
な地域研究を徹底することにより環境倫理学的な理念の問題を『現場』から追究し、多様な
歴史的議論を背景としながら普遍的な原理の存在を意識した多元的で普遍的な環境倫理
（鬼頭ら 2009）」を目指した環境プラグマティズム1的方法を採用した。 
近年、日本の農村では、年間 200 億円規模で推移する野生動物による農作物被害がある
が、その背景には地球規模の気候変動による生息域の移動や拡大、森林政策問題、野猿公苑
の餌付けや経営破たんによる放置、さらに、高齢化による狩猟者の激減、過疎化による人口
圧の減少や耕作放棄地の増加、農地の宅地化といった様々な要因が複合的に存在し、その結
果、双方の生存空間が接近していることがある。特に農業を中心とした軋轢問題が増加した
結果、近年、野生動物の捕殺数が急増した。物を言わない野生動物への軋轢問題は、人間同
士と異なり、一方的な駆除という方向性に傾きやすい。しかし、こういった対症療法的な政
策は、貴重な野生動物の生態系にも影響を及ぼしかねず、生物多様性の観点からも深刻な問
題となっている。そこで被害意識の管理や許容度といった軋轢解消に向けた社会的要因に
着目し、新たな方向性として人間側の事象から野生動物との軋轢管理（Human Dimensions 
of wildlife）が研究されるようになってきた（Manfredo et al. 2009）。 
本研究では、日本人の根底にある環境倫理思想を動物観から俯瞰し、法制度がどのように
変遷してきたのか、また最も軋轢を生じやすいサルと人との関係にはどのような歴史的経
緯があるのかを認識した上で、現在、犬の力を借りて「野生サル追い払い犬事業」を行って
いる全国自治体の担当者の意識と地元住民への調査から、住民主体とは何か、その地域に合
った野生動物管理とは何か、を論じた。 
農村の野生鳥獣被害の推移と社会的要因に着目し、日本における野生動物管理について
環境社会学的アプローチから次の 3 つの問いを抽出した。 
（１）野生サルと地域社会との関わりから見えてくる本来あるべき自然とは何か 
（２）生態系における不確実性を前提としたリスクマネジメントとは何か 
（３）身体的共同行為を介した住民参加型実践アプローチがもたらすものは何か 
                                                   
1 環境プラグマティズムについては様々な議論もあるが、「道徳的多元論を真摯に受け入れ、一元論と倫
理相対主義に行き着くあらゆる理論に対して中間的な立場を表明している(Jardins(2000)」に基軸を置
く。その根底には普遍的な環境倫理を持ちつつも、公害問題や環境汚染といった目の前にある解決方法を
模索する上で多元的なアプローチを容認し、実際の現場で起きている問題に向き合いながら実証して、そ
の結果に正当性を保障する回路を思考する方法である。 
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以上の問いから、①駆除と防除意識に内在する環境倫理思想からの課題、②保全や保護の
意識に対立する農業障害物としての野生動物に対する政策課題、③生息地全体を取り巻く
環境意識をもとにした地域社会による野生動物管理への課題として、3 つの課題を設定した。 
特に事例対象物の高度な知能を持つニホンザルは、あらゆる対策を講じても成果が出ず、結
果的に軋轢問題に発展しやすく駆除数も増加している。現在の日本における駆除を前提と
した対症療法的な政策は、貴重な野生動物の生態系にも影響を及ぼしかねない。 
本研究の対象物である野生サルは、南アジア、東アジア、中南米、アフリカなど熱帯、
亜熱帯地域に生息し、北欧、北米では自然の中で日常的に見かけない。特にニホンザルは
生息地上、北限のサルと呼ばれ、世界的にも価値がある。しかし、生息地によっては天然
記念物でもあり、日本固有の種であるニホンザルを年間 2 万 5 千頭近くも駆除という名目
で殺処分を行う現実は異常な状態だ、との指摘もある（和田 2008、泉山 2010）。 
自然と人間の関わりの全体性を文化的、歴史的文脈から捉えると、欧米が主流である環境
思想が必ずしもアジア諸国や日本の風土に合致するとは限らないと考えられる。従って、日
本独自のサルの管理方法と対応策を構築することは、今後一層農地開発や森林開発が加速
するアジア諸国全体の獣害問題の解決へとつながるのではないだろうか。 
そこで防除としての追い払いに着目し、人と歴史的関わりが深い犬を活用した野生サル
を追い払う事業の意義を明らかにして、住民の主体性の地域に根ざした獣害対策を提言し
たい。 
 
第 2 章 環境倫理思想と法制度及び事例対象物との関係性 
第 2章では、課題①の環境倫理思想における動物観と欧米の動物に関する法制度の推移、
日本における動物観と法制度の推移、さらに野生動物殲滅
せんめつ
の歴史について述べた。その上で
日本独自の愛護思想と保護思想の相違点を論じ、課題②の政策課題として、近代法における
野生動物の法的位置付け、環境社会学における入会権とコモンズ、さらに事例対象物のサル
と犬との歴史的関係性を示した。 
そもそもニホンザルは、鳥獣保護法が規定する狩猟対象動物に入っていたが、明治、大正
時代の乱獲から、山間部でのみ僅かに生息する状況となった。1948 年に非狩猟獣に指定さ
れた後、その後の野猿公苑盛況時代に餌付け等で個体数が増加傾向となり、現在は狩猟では
なく、有害駆除対象としての捕殺に至っている（三戸 1995、青木 2004）。駆除数は 1998 年
には年間 1 万頭を超え、近年は 2 万 5 千頭といわれている。なお野生サルの個体数だが、
2010 年調査では全国に約 3,000 の群れがあり、サルの総数は約 15 万 5 千頭と報告されて
いることから、推定頭数全体の約 16%もの強い捕獲圧をかけていることになる（環境省
2012）。なお有害鳥獣捕獲は、狩猟捕獲とは異なり、野生動物を「害」とみなして捕殺する
行為である。誰がどのように「害」という認識を判断するのか、さらにその野生動物を捕殺
する為の理由や根拠が必要となる。つまり、無主物で公共財であり、地球環境の構成員であ
る野生動物に対して「害」と認定するには、それ相応の客観的な資料が必要となるわけであ
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る。特に近年は、動物の権利や自然の権利が環境問題の視点から論じられるようになり、野
生動物保護を重視するパラダイムシフトが求められている。 
なお、獣害問題の発生要因として、地域住民の「被害意識の要因と可変性」を調査した鈴
木（2007、2008）は、「代弁による被害意識の断片化」を明らかにした。つまり、獣害に対
する肯定的な意見も含めたサルへの多様な価値観が、ある時点から意思決定機関の会議等
において、代表者に代弁化される過程で、必ずしも発言者個人の経験に基づくものではない
被害内容が、伝聞として強調化されていると指摘している。 
被害者意識の先鋭化と否定意見の共有化が被害感情の代弁化を生じさせて、その強調化
によって、より一層の加害動物への駆除意識につながっていく。その結果、天然記念物のサ
ルが大切なのか、人間なのか、といった二項対立の構図となりやすい。結論として、対人関
係が大きく影響を及ぼす負の共有化による段階的先鋭化は意見の対立を生みやすい。従っ
て、客観的な軋轢生成要因の解明とそれを解消するために絞った軋轢管理（Woodroffe et al. 
2005）の必要性を論じた。 
 
第 3 章 野生サル追い払い犬事業の全国調査 
野生サルの場合、捕殺によって年間 2 万 5 千頭以上もの駆除を実施しているが、一向に
被害がなくならない。捕殺で被害は減らないということは既に実証されており、群れとし
てまとまりのある生活をするサルの行動が、捕殺によって群れが分断されてバラバラにな
り、逆に被害が増加している地域もある。（泉山 2010、山形県 2012）。そこで防除として
の追い払いに着目し、人と歴史的関わりが深い犬を活用してサルを追い払う事業が、2005
年から一気に全国で広まった。サルを追い払う為の特別な訓練をした「サル追い払い犬」
による活動は、当初 2 都道府県（内 7 市町村）で実施されていたが、2013 年には 25 都道
府県（内 71 市町村）になった。この事業の法的根拠だが、当初、開始時には「特区」と
して、市町村が認定した犬の訓練を実施し、保険加入などを条件に制度化を検討してい
た。その後この活動を推進する地方自治体の働きかけによって、2007 年 11 月に、環境省
の動物の愛護及び管理に関する法律（動物愛護管理法）の「家庭動物等の飼養及び保管に
関する基準」が一部改正された。その第 4 条「犬の飼養及び保管に関する基準」にて、警
察犬、狩猟犬同様に、野生鳥獣による農作物被害を防止する為の追い払いに使役する犬で
あれば、放し飼いが可能となった。この改正により、1950 年以来、狂犬病予防法によって
ペットの犬は繋留することが基本であったが、適正な訓練としつけをした犬を野生鳥獣追
い払い犬として、公に放犬することが出来るようになった。こうして、この事業の法的な
背景が整っていき、「特区」のみならず、全国どこでも実施することが可能となった。 
なお、サル追い払い犬とは、通称モンキードッグ（他に各市町村独自の名称も有り）の
ことであり、「奥山から里に下りて農作物に被害をもたらすサルに対し、奥山へ戻すため
の追い払い活動を行う、特別に訓練された犬」のことである。この犬は、日常的には繋留
管理だが、サル発見時又は追い払い活動時には繋留を解き、サルを追い払う為に走り回
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り、予め教えられた縄張りからサルを追い出し、サルが山へ戻るように執拗に追い払う活
動を行う。サルが山へ戻ったのちに、飼い主の命令に従って飼い主の元へ戻る。 
この章では、全国調査の結果を示した。まず、東日本地区全容把握として、追い払い犬を
活用した取り組み市町村を対象としたアンケート調査を行った（2013 年 3 月実施）。農林
水産省 2011 年度資料2では、東日本地区調査対象自治体は 27 であった。全ての自治体の獣
害問題対策担当者宛に、切手を貼った返信用封筒を同封した。その結果、回答数 21 市町村、
回収率 78％、全て有効回答だった。 
次に 2012 年度資料をもとに、西日本地区全容把握（2014 年 1 月実施）の調査を行った。
前年度の東日本地区調査において、犬の年齢が事業評価のマイナス要因になりうることを
認識したため、西日本地区では、犬の年齢記入も併せて調査した。また中止自治体を明確に
するために、中止に至った原因を調査した。なお、2005 年度より追い払い犬を活用した取
り組みを開始した自治体数は増加の一途であったが、2012 年に減少へ転じた。2012 年度か
らモンキードッグ育成訓練プログラムが補助金事業の対象外となり、東日本地区では、すで
に 1 自治体が中止し、1 自治体が中止傾向にあった（山口ら 2013、2014）。国の方針とし
ては、抜本的な捕獲強化対策（環境省・農林水産省（2013））に大きく舵を切り、その対策
として生息数を 10 年後の 2023 年までに半減させることを目標に、有害鳥獣の捕獲処分の
強化という名目で交付金を出している（農林水産省 2014）。このような背景も踏まえて調
査を行った。対象の市町村は 48、回答が 40、回収率 83％、全て有効回答であった。調査項
目は、各自治体のサポート状況と実施状況を把握し、それらが野生サル追い払い犬事業の継
続や中止に影響を及ぼすのかどうか、その差異を明らかにすることを目的として設定した。
事業開始年度継続状況、飼育管理状況、住民アンケートの有無など、他に頭数や犬種などは
担当者が把握している範囲で記入してもらった。 
その結果、この事業の効果的な面としては、農作物被害の軽減は 31 の自治体担当者が
感じており、51%であった。しかしながら、48%が、サルが新たに別の場所へ出没するた
め、本当に効果的なのかどうかわからないとしている。ただ「犬は全く効果なし」が 2％
にとどまっていた。人、音、電気柵、サル防御ネットより、犬を活用することのほうが効
果的だと感じている人が多かった。特に人による追い払いよりも効果的だと感じている担
当者が 85%であった。しかし、犬の追い払い効果は高く評価するが、追い払い後にサルが
別の場所に出没するため、行動範囲に影響を及ぼし、新な被害を発生させるのではないか
と危惧していることがわかった。防除効果とその結果に対しては根本的な疑問が残るよう
である。担当者の心理面では、「犬の話題が増えて気分が明るくなった：25％」が「犬嫌
                                                   
2 農林水産省.鳥獣被害対策コーナーに掲載されているが、本研究で使用したのは 2011 年度、2012 年度 
版である。現在は 2013 年度版となっている。 
「追い払い犬(モンキードッグ等)を活用した獣害対策事業の取り組み状況(平成 25 年度)」.  
http://www.maff.go.jp/j/seisan/tyozyu/higai/pdf/25saru.pdf  
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いの人からの苦情：3％」より多く、住民との明るい会話の促進効果があることが明らか
になった。 
課題的な面としては、①環境全体の整備の必要性、②複数で犬をコントロールして広範
囲を守備する必要性、③飼い主と犬の高齢化問題、④ペット化問題（飼い主が追い払い活
動をしないため訓練性能が落ち、ペットとしてのみ飼育）、などがあった。 
この事業を継続していく上で、犬の高齢化は避けて通れず、新たに犬を訓練して参加させ
ない限り継続は難しい。また飼い主の高齢化によっても事業継続は困難になることが明ら
かになった。なお担当部署が様々であることから、他の自治体との連携、他県の活動状況を
把握や参考する上で部署の特定が非常に難しく横のつながりがもちにくいことも明らかに
なった。 
自治体担当者は住民の苦情の受け皿となりやすい。広報活動による周知に関しても、地域
住民を対象とした説明会を実施しているところもあれば何もしていない地域もあってその
温度差があった。苦情緩和の一環として、周知や広報活動は問題意識の共有化につながる重
要な要素である。積極的に活動をしている自治体は広報活動が盛んにおこなわれているこ
とから、住民への説明会や交流会を開くことも一つの対策として重要なことを示した。 
 
第 4 章 忠犬事業及びモンキードッグの事例研究 
本研究では、この事業に住民が飼育者として参加することで主体性が引き出され、その
プロセスにおいて野生動物への防除意識が形成されることが軋轢解消につながるのではな
いかという仮説の検証を行った。さらに、野生動物の被害問題に対する地域住民の実践的
アプローチに、新たな人と動物の関係性を見出し、地域社会における問題の解決に向けた
取り組みの過程多元的効果やその課題について検証を行い、被害意識の解消へもう一歩踏
み込んだ方向性を示した。 
事例対象地は、自治体側が積極的に犬の飼育者をサポートしている地域で、住民が主体的
に活動を行っている市町村を選出した。その結果、「長野県南木曽町忠犬事業」、三重県名
張市と奈良県宇陀市における「モンキードッグ倶楽部」、「徳島県東みよし町モンキードッ
グ育成協議会」の 3 か所となった。なお「追い払い」事業は、犬がサルを本来の住処へ戻す
ことだが、その実施には「犬を好きか嫌いか」といった感情面の対立が伴いやすい。犬を活
用したことで生じる地域における問題やその実態、課題も含めて検証した。さらに生き物で
ある犬を活用した取り組みという点において、他の方法と比較し、住民感情も含めた意識調
査を行った。事業継続が困難な場合や、追い払いが出来なくなった犬の処遇についても明確
にするため、生命倫理、終生飼育といった認識も併せて調査した。 
最多の 39 頭が活動認している長野県南木曽町では、モンキードックではなく和名で「忠
犬」としている。役場では 2005 年に取組み開始後、2008 年、2011 年、2013 年と独自に
住民アンケート調査を実施している。アンケート調査を継続的に行っている自治体はここ
だけであり、この推移も踏まえて分析した。 
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次に、県境を越えた取り組みを実施している三重県名張市と奈良県宇陀市では、両県をま
たいで移動するサルによる被害が近年増加しており、農林業被害、住宅地出没、家屋への浸
入が多くなってきている。2006 年に名張市と宇陀市で県境を越えた「宇陀・名張地域鳥獣
害防止広域対策協議会」を設立し、各市単独の防護活動のみならず、両市が協力し合ってよ
り一層効果的な対策を行っていることから、その実践的活動を分析した。また、両県におけ
る追い払い犬の飼い主が中心となって農業従事者のみならず、多様なアクターのよって設
立されたモンキードッグ倶楽部を事例対象としてその活動状況を詳細に調査した。 
効果的な面として犬を伴った追い払いによる農作物被害の減少と、犬のほうが人間によ
る追い払いより効果がある、と事業評価が高かった。心理面では、犬の話題が増加して気分
が明るくなったという一方、世話の大変さや犬を嫌いな人への対応に苦慮する姿勢も見ら
れた。 
さらに、人口流出が激しく集落の衰退が著しい地域で、自治体が積極的に犬の飼育者をサ
ポートしている徳島県東みよし町の「東みよし町モンキードッグ育成協議会」も対象とした。  
その結果、住民自身が犬を飼育することで当事者意識を持ち、改善策を自発的に考える環境
が整い、結果的に地域のコミュニケーション促進へとつながっていることが明らかになっ
た。この活動は他の獣害対策と異なり、創意工夫をしながら犬の飼育の楽しさを通じた地域
の交流促進が生まれる。また犬の福祉に配慮しながら、本来犬が持つ能力を十分に発揮させ
ることにもつながり、飼い主側の満足度も高かった。 
本研究によって副次的効果として明らかになったことは、住民によるサル対策のマニュ
アル作り、サルの生態調査、サル日記、サル移動情報、犬の訓練への創意工夫などである。
こういった日々の実践的アプローチによる二次的効果が、実は重要な部分を占めているこ
とに気づいた。つまり、サルへのまなざしの変化が起き、詳細に相手を知った上で対策を立
て、犬と共に追い払うという実践を組み合わせることで、次々と楽しみを生み、その過程に
おいて被害意識の軽減や軋轢が生じにくい方法を自ら考えていくきっかけになりうる、と
いうことであった。 
また、モンキードッグ倶楽部では、会員が毎年サルの行動日記を作成している。ラジオテ
レメトリ （ー電波遠隔測定法）を用いて、発信器を装着した野生サルの行動を毎日書き込ん
でいる。そのサルの個体移動状況をタイムリーに地図上に示している。その日記に書き込ま
れたモンキードッグがサルを追い払った日時に、サルの動きがどう変化したのかについて、
事業開始時の 2011 年からの資料を基に分析を行った。 
なお、サル日記という記録は、住民が主体的に活動を行っていることでこそ成り立つもの
であり、これによって事前に対策が立てられ、その情報を通じて効果的にサルの動き方や生
態を熟知することが可能となる。また、詳細な記録を毎日書き続けるということや、それを
活用して犬による追い払いを行うということは、サル、犬、人といった動的な関係であるか
らこそ生まれてくるものであり、電気柵やネットを用いた対策からは生まれにくい。このよ
うに関係者が自発的に作成していることにも、活動を楽しみながら実践していることが表
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れている。その意識が地域の人々を積極的な獣害対策へ向かわせる。このような活動を通じ
て、獣害対策が自分たちの身近なものになるのではないだろうかと論じた。 
 
第 5 章 野生サル追い払い犬事業中止自治体の調査～失敗からの問い直し～ 
2013 年 3 月の調査時点で対象となった東日本地区では、1 つの自治体が中止しており、
1 自治体が中止傾向にあった。2014 年 1 月の調査時点で西日本地区の自治体で事業中止は
6 であった。そこで、実施年度が無回答の 1 を入れて、合計 9 自治体を対象とし、再度調査
を行った（2014 年 2 月実施）。その結果、回答が 6、回収率 67％、全て有効回答であった。
各自治体が野生サル追い払い犬事業を中止した理由から共通の問題点を抽出し、この事業
を阻害する要因や自治体側が認識する地域の取り組み状況を明らかにした。 
中止した自治体であっても、担当者は「農作物の被害が減少した：3」、「サルを見なくな
った：2」と答えており、83％（実施前に中止を除く）が事業の効果を認識していた。その
他、嬉しかったこと、として、「犬のおかげで被害が減少している地域がある：1」、「犬のお
かげで住民との会話が増えた：1」などもあった。つまり、担当者自身は事業の有用性を認
識しているにも関わらず、「科学的データが無く、効果の有無がわからない」と回答してお
り、矛盾があった。確かに「被害がかなり減った地域もあった、しかし、一時的なものであ
った」という記述もある。課題は、自治体担当者と住民の協力体制の不備がもたらす影響で
安易に中止してしまうことであった。 
精神的な面では、犬の嫌いな人からの苦情によりも、他の飼育犬猫への危害を危惧して
おり、実際に事故が起きたかどうかは不明ではあるが、何等かの苦情によってより一層消
極的になっていた。その他としては、地元の猟友会との棲み分けも難しさなども挙げられ
ていた。地元猟友会は要請があれば猟犬を伴って山中で活動をしている。サル一頭の駆除
に対する報償金は、市町村にもよるが、被害が大きい地域では 3 万円以上と高額なところ
が多い。追い払い犬が追い払うことで活動が難しい場合や、駆除数が確保できない場合で
は猟師の収入にも影響が及ぶこともある為、その対応が非常に難しい。しかし、捕殺を推
進する場合は地元猟友会との協力は欠かせない要素の一つである。 
なお、犬の応募条件や地域整備、再訓練などは住民との意見交換で解決しやすいと考え
られるが、担当者が地元住民との十分な協力体制を構築していない場合は、特に相手を説
得出来る程の科学的データが必要だと認識していることがわかった。 
また、犬が生き物であることを十分に考慮し、訓練を定期的に継続することで効果が維
持出来るといった点や、中止後の犬の扱い方も含め、事業開始前に住民と話をする必要性
がある。特に公費で訓練し、推進してきた責任もあるため、犬の殺処分や遺棄などの生命
倫理の面からもより一層の注意を払わなければならない。 
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保健所での殺処分問題3もあることから、住民のペットとしても、活動中止の 56 頭がそ
の後どうなっているのかは、自治体として継続してチェックする必要性がある。 
なお、表 1 で、中止自治体と積極的自治体を比較した。 
 
表１ 中止の要因とその対応について積極的自治体と比較分析 
要因 中止自治体の対応 積極的自治体の対応 
科学的根
拠 
 
 
①住民説得のために、科学的根拠の有無を求める
傾向 
②積極的にデータや資料を集めていない 
③住民からの意見や周囲の意見に左右されやすい 
④トップダウンではやりやすいが、トップや担当
者が変わると対応しきれない 
①科学的根拠は特に求めていない 
②住民が認識している効果を広報活動で広め
て、自分たちでノウハウを確立 
③課題と対策を担当者が把握 
④積極的実施者を自治体がサポートし、広報活
動で周知徹底 
地域協力
体制 
①熱心に取り組む地域住民を求める傾向 
②住民不在で対策を練る傾向 
③一部住民の苦情に左右される傾向 
④地形的条件で犬による追い払いが不利な場合
や、交通事故や他の飼い犬等への危害を危惧し、
係留を解いて活動をされることを恐れているが、
周囲への呼びかけや環境整備はしない 
⑤否定的見解が先で、積極策がやりにくい 
①自発的に取り組めるように、規則や詳細な条
件よりも、観光名所や遠足の場などになるよう
な、楽しい場を提供 
②担当者はすべての犬の名前を記憶し、常に犬
と接していることで信頼関係が構築 
③飼い主不在でも係留を解いて活動させてられ
る相互信頼関係が犬を通じて出来上がっている 
犬の条件 ①応募犬に対する条件が画一的である 
②再訓練の重要性を認識しているが継続して訓練
を行う体制や仕組みが整っていない 
①オス犬は去勢が条件でも、メス犬には義務づ
けなしのところが多い 
②優秀なメス犬の子供を近隣、または被害が移
動した集落へ提供して犬の血縁関係を構築 
③定期的に、ハンドラ―(訓練士)が巡回 
④常に担当訓練士に相談がしやすい体制づくり
を構築 
効果の 
不確実性 
①サルの習性や犬の習性に見合う対策を行ってい
ない場合が多く、理由がわからないままに効果が
確実にないと不安になる。 
②地域全体の環境整備を先に行っていない 
③短期間で成果を求める傾向にある 
①犬の行動を熟知した経験者が講師となって効
果的な方法を広めている 
②サルが別の場所に出没し、サルが移動した場
合もその場所へ出向いて対策を共に考える 
③最初から成果は求めず、生き物相手としての
不確実性を認識している 
 
継続への
意思決定 
①生き物を扱う面倒が先に立つ 
②公費訓練や公費購入を認識していない 
③担当者が変われば責任の所在がなく、問題点を
あぶり出して、対策を講じていない 
④継続の意思があっても、住民側がそれに応じて
くれないか、また、その阻害要因を変えようとし
ない 
①住民主導で行ってきているため、担当者が変
わっても事業には影響なし 
②飼育住民は、逆に担当者を巻き込み、積極的
に実施出来る環境整備を提言している 
③問題があれば、共有することで、否定的な意
見が出にくい 
④対応が出来ることは即、提案を形にする 
出典）筆者作成 
 
失敗事例から導きだした結論としては、まず市町村の役割として、地域住民と共に現状
を認識して住民の声を直接聞けるということを認識することが重要であり、その行為自体
が活動を活発化する。担当者は日常的に住民と関わる存在であり、中心的役割を果たすた
めの人間関係の構築が欠かせない。専門部署がない場合もあるが、①情報拠点、②住民の
                                                   
3 2012 年時に、全国の保健所における犬猫引き取り頭数は 209,388 頭、そのうち返還と譲渡数が 48,127
頭(23％)、殺処分数が 161,847 頭（77％）となっており、年々総数は減少傾向にあるが、依然として 16
万頭ものペット動物を遺棄し、税金にて殺していることは非常に重い問題である(環境省資料)。
http://www.env.go.jp/nature/dobutsu/aigo/2_data/statistics/dog-cat.html 2014 年 12 月 1 日アクセス 
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声把握、③地域に合わせた環境整備、④具体的な目標設定、といったことは欠かせない要
素である。これらが日常的に行われることで、住民が活動しやすい環境を整え、地域独自
の対策を練ることが出来る。さらに被害発生要因が集落内にあるかどうかについてのチェ
ックを常に行いながら、廃棄食物の放置やカキの実などサルの好物の放置などの除去を促
す。当初の目標を被害根絶ではなく、「被害軽減」とする。このような段階を経た管理で
軋轢が減少するならば、捕殺は必要なくなる。 
特に中止した自治体の担当者は、住民の中に積極的な役割を担ってくれる人の存在を求
めているが、地域住民間の協力体制が構築されていない場合は、飼い主への負担増加という
結果が生じていることがわかった。また期待感が大きすぎる場合は、効果が無かったと感じ
ていることが明らかになった。公費による訓練費負担や犬あっせんの自治体も多い為、担当
者は事前に動物の福祉や生命倫理を十分認識して対応しなければならない。 
 
第 6 章 住民主体の野生動物管理 
獣害対策に関して様々な技術論が展開されているが、技術対策が充実すればするほど何
を目的としているのかがわからなくなっていく。住民側も、本来あるべき自然とは何か、
これらの対策は何をめざしているのか、という認識が曖昧なまま、無自覚に次々と対策を
講じていると、自然への畏怖の念や普遍的価値を見失ってしまう。被害感情に左右され、
最悪の結果として、野生動物の絶滅がある。野生動物を害獣と認識しての駆除強化策は、
生態系保護に携わる人々にとってこの数字は脅威となっている（和田、2008）。またその
根拠となる数字は、必ずしも綿密な生態調査に基づいたものとはいえず、捕獲強化策(農林
水産省、環境省 2013)の内容に正当性は乏しい。そもそもサルへの捕獲強化策は、群れの
分断や離れザルの増加、新たな加害群の侵入、群れの破落戸化（山形県 2012）を生じさ
せ、個体数を半数にしたからといって被害は半分にはならない。鳥獣保護法は、駆除のみ
を前提としている方法ではなく、当然のことながら保護も含まれている。 
そこで、目的はなにかを問い直し、そのための対策として軋轢をどう回避できるのかにつ
いて、追い払いの事例結果をもとに論じた。なぜならば、軋轢がない場合は駆除を必要とし
ないからである。本研究では、住民が飼育者としてこの事業に参加することで主体性が引き
出され、そのプロセスにおいて野生動物への防除意識が形成されることが軋轢解消につな
がるのではないかという仮説をもとに、環境倫理思想の課題、政策課題、野生動物管理課題
から検証を行った。現在の駆除を中心とした獣害対策の歪みを明らかにし、サル追い払い活
動の事例を詳細に分析することで、それぞれの地域に根ざした新たな野生鳥獣被害対策を
提言し、そこに本研究の意義があると考えたからである。 
本調査地における事例から、地域住民が犬の飼育者として参加する実践的アプローチに
よって野生サル追い払い犬事業が効果的であると認識していること、犬を介在することに
よって笑顔や会話が促進されて交流が深まり、その結果、軋轢や被害意識を軽減する可能性
があるという点については参加者に共通の認識があったといえる。しかし、犬を用いた方法
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によってサルの行動パターンが変化した、常にサルへの防除効果があった、という面からは
資料不足により明らかに出来なかった。モンキードッグ事業実施前のサル日記がなかった
ことや、ボランティア活動であることから、モンキードッグ出動記録が義務づけられていな
かったこともある。この点については今後の課題としたい。 
日本における管理体制のモデルケースと欧米での順応管理（Baily,A. 1984）から再度比較
すると、日本ではどちらかというと住民への指導型であった。欧米型は住民公聴会が組織的
に組み込まれた循環型である。この循環型は、自己発展循環型システム（羽山 2000）と呼
ばれ、政策決定、その実行といった関係性で中央政府と地方自治体が断片的に行ってきたこ
ととは異なり、常に客観的なモニタリングで情報を共有し、政策そのものの妥当性や実現可
能性、さらに失敗を明確にして起動修正しながら、生物学、社会科学双方の視座を持ち、試
行錯誤しながら、破壊的な失敗を抑制する方法である。 
事例研究から導き出した実践的アプローチは、様々な阻害要因をその都度克服しながら
持続しており、欧米のワイルドライフ・マネジメントとは異なるアプローチで、それは犬の
存在意義と緩和効果によるものであると論じた。モンキードッグ倶楽部のような様々なア
クターが社会参加して協働を行う場としての活動は、生物多様性を目指して戦略的に引き
受ける公共性となっていくのではないだろうかと論じた。この過程が住民主体のワイルド
ライフ・マネジメントに発展する根拠となりうると考える。 
事例研究のモンキードッグ倶楽部は、まさに背景が異なる様々なアクターによる動的な
存在であり、リアリティに根ざした活動によって地域社会などの周辺がその価値やシステ
ムを認知して活動を理解した時、国の方針や政策よりも高い次元に到達する可能性があり、
未来にむけた地域社会の有り様を提示するきっかけになる。従って、本研究の事例研究対象
となった地域やその活動はコモンズ管理のレジティマシー獲得への一歩であり、その結果、
生物多様性の維持管理や軋轢による根絶活動を抑止する力になりうると考える。 
日本における動物観を基礎としながらも、経済面や地域住民の歴史的、文化的文脈に合っ
た住民参加型実践的アプローチは、野生動物との関係性を問い直すことに繋がり、犬の飼育
者として主体的に事業参加することによって、当事者意識が生まれる。その結果、野生動物
との軋轢解消や被害意識の軽減になりやすく、自ら地域の野生鳥獣被害問題について考え、
軋轢解消を共有することが地域全体の被害軽減に繋がる。 
以上のことを地域全体の公共性と見る為には、住民が主体的に正確な野生動物の生態調
査を行い、軋轢の影響よりも冷静な視点で活動を行う意義に根ざした現場の持つリアリテ
ィの必要性である。人々のニーズと正義に立脚したアドボカシ （ー政策提言）のプロセスは、
国から地方への指導といった一方方向からのガバナンスの影響というよりも、多様な地域
住民によるアクターが社会参加して協働を行う場として、結果的に野生動物保護にも繋が
る。追い払い活動を戦略的に行う中で、それが必然性を帯び、結果的に公共性となっていく
のではないだろうか。これが住民主体のワイルドライフ・マネジメントに発展する根拠とな
りうると考える。 
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将来 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
現在の活動 
 
 
実践的アプローチが公共性を持つまでのプロセス 
出典）筆者作成 
 
第７章 結論 
結論では、この事業による被害意識の軽減、野生動物との軋轢緩和といった多面的効果と、
3 つの課題を踏また結論を述べた。住民参加型実践的アプローチが、コモンズ管理における
レジティマシーにつながる可能性を論じた。 
相手が野生動物であるという生命倫理に基づく環境倫理思想を抜きにしては、結局のと
ころ駆除に傾き、絶滅につながる可能性がある。しかしながら、目の前の被害に対する苛立
ちや焦燥感などを克服することは大変難しい。さらに、伝聞によって被害意識が軋轢の先鋭
化が生じやすい。なお軋轢を生む構造について、犬が介在する場合としない場合で、差異が
あるのか否かについては明らかに出来なかった。さらに今後、研究が必要だと思われる課題
は、軋轢の所在の可視化と許容範囲の拡大のための被害意識の軽減である。 
獣害問題には従来の思想の枠組みを超えた発想が必要であり、生物多様性への認識や生
態系の環境といった視点からも人類、野生動物双方の生命にかかわってくることを認識し
なければならない。日本が国際協力としてアジア諸国の農村開発や山間部開発を援助する
上においても、野生動物の生息地における地域住民との軋轢問題を視座に入れなければ、後
に重大な問題と発展しかねない。野生サル追い払い犬事業は、犬の訓練内容や活動方法を工
夫することで、それぞれの国や地域に根ざした新たな野生鳥獣被害対策となる可能性があ
る。 
獣害問題⇒情報の共有化⇒生態系観察⇒思考錯誤⇒創意工夫  
実
践
的 
取
り
組
み 
環境倫理 
思想の構築 
 
法政策の 
適正化 
住民主体 
野生動物管理 
コモンズ管理におけるレジティマシーの獲得による政策論 
協働性 公共性 適正な資源管理 
行政側との情報交換 
飼育者の人的交流 地域への広報活動 野生動物との共存 
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